
報告第８号 

 

   専決処分した事件の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基

づき、和解について次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定に

より報告する。 

  平成２７年５月２９日 

            提出者 足立区長  近 藤 弥 生 

 

  



  専決処分書 

 

 住宅使用料請求に関する和解について、地方自治法第１８０条第１項

の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

 

  平成２７年２月２０日 

 

                足立区長  近 藤 弥 生 



   住宅使用料請求に関する和解について 

 足立区は、区営住宅の使用料を滞納した相手方に対する住宅使用料請 

求につき、下記により和解する。 

               記 

１ 相手方 

足立区関原在住者 

   

２ 和解の要旨 

  別紙和解条項案のとおり 

（ただし、和解条項案の別紙物件目録及び未納使用料の内訳表は省略） 
 



           別 紙 

和 解 条 項 案 

 

 

１ 乙は、甲に対し、別紙物件目録記載の足立区営住宅（以下「本件住宅」という。）

の使用に関し、別紙未納使用料の内訳表記載の使用料合計額５２６，４００円の支払

義務があることを認める。 

２ 乙は、甲に対し、前項の金員を、次のとおり分割して、甲の交付する納付書により

支払う。 

（１）平成２７年３月末日限り５０，０００円 

（２）平成２７年４月から平成２９年２月まで毎月末日限り２０，０００円ずつ 

（３）平成２９年３月末日限り１６，４００円 

３ 乙は、甲に対し、本件住宅に関する平成２７年２月分以降の使用料（平成２７年３

月分までは金４３，０００円、平成２７年４月分以降の使用料は足立区営住宅条例（平

成９年足立区条例第３３号）第１４条第１項及び第４項、第２９条、第３０条により

定める額とする。）を毎月末日限り支払う。 

４ 乙が第２項又は第３項の支払を遅滞したときは、当然に期限の利益を失い、乙は、

甲に対し、第２項の残金及び第３項の未払いの使用料を直ちに支払う。 

５ 乙において、次のいずれかの場合に該当したときは、甲は、乙に対し、なんらの催

告を要しないで、本件住宅に係る乙に対する使用承認を取り消すことができる。 

 （１）乙が第２項の支払を怠ったとき 

 （２）乙が第３項の支払を怠ったとき 

６ 前項により甲が乙に対する本件住宅の使用承認を取り消したときは、乙は、甲に対

し、本件住宅を明け渡す。 

７ 甲と乙は、本件に関し、甲及び乙の間に、本和解条項に定めるもののほか、何らの

債権債務のないことを確認する。 
 

平成２７年２月２７日 
 

東京都足立区中央本町一丁目１７番１号 
甲    足 立 区   

同代表者区長   近 藤 弥 生 

東京都足立区関原 

 

      乙              

 


